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今回は、日々動いている企業をどう統治するのかの

仕組み（企業統治：コーポレートガバナンス＝Ｃorporate

Ｇovernance）について語りましょう。営利訴求を目的と

する企業は、その本拠地の社会規範・法令（「法令等」と

いう。）を守りながら稼動していますが、ここでは、実際に

機能する「企業統治」を検討していきます。ある日本の

国際的な企業は、コーポレートガバナンスを、「究極のと

ころ『経営の効率性の向上』と『経営の健全性の維持』

およびこれらを達成するための『経営の透明性の確保』

にある」、と認識しています。

1. 企業統治とは

企業統治とは、企業の経営者を常に監視し続ける仕

組みであって、株主の観点から、経営者は経営の効率

化を図っているか、そして不祥事を未然に防止する手

立てを取っているかの二点を判断します。

株式公開会社の多くは、出資者である株主と企業の

経営者が機能的に分かれており、所有と経営は分離し

ています。企業の経営者は、株主から経営を委託されて

おり、企業価値の最大化を図ることが至上命題として与

えられています。ところが、経営者が利潤を追求するあ

まり違法あるいは不法行為を行ってしまうと、会社組織

の破壊へつながります。かといって、会社経営について

の監督是正権を有する株主自身が、常に経営者を監視

し続けることは、物理的にも能力的にも困難を伴います。

そこで、株主に代わって継続的に経営者を監視する仕

組みが誕生したのです。企業を取り巻く利害関係者は

株主だけでなく、従業員、取引先、顧客、地域社会と多種

多様であり、企業活動の影響も多岐にわたっています。

企業内できちんと企業統治が機能することは、株主だけ

でなく、多くの利害関係者を保護することにもつながっ

ています。

日本では、株主総会において取締役および監査役が

選任されるのが一般的であり、監査役は取締役の職務

の業務執行を監査することが商法で規定されており、

これが基本的な企業統治の枠組みとなっています。とこ

ろが、監査役の選任には、企業の経営者の意向が色濃

く反映されていたため、取締役の業務執行について面

と向かって異議を唱えることは容易でなく、この企業統

治がきちんと機能しなかったと思われるケースも散見さ

れました。企業不祥事が相次ぐ中で商法の改正が繰り

返され、監査役の責任と権限は次第に強化されていま

す。

なお、経営者を監視・監督する仕組みとして、2003年4

月から施行された改正商法では、一定要件を満たす大

企業は、米国型の「委員会等設置会社」の枠組みを選

択できるようになっており、企業が選択できる企業統治の

枠組みの種類は増えていますが、制度の選択だけで企

業統治の実効性を高めることは不可能です。実際の当

事者の意識をどれだけ高く維持し続けられるかが、大き

なポイントとなっています。

2. 企業統治と会計監査制度の関係

読者の中には、会計監査制度が有効に機能していれ

ば、企業統治が働いていなくても経営行動はきちんと牽

制されるのではないか、という疑問を抱かれる方もいる

かもしれません。企業監査制度とは、企業の作成する財

務諸表が、一般に公正妥当な会計基準に準拠し、企業

の経営成績及び財政状態を適正に表しているかという

観点から、専門家である会計監査人が厳しくチェックし

ますから、透明性が高く信頼できる情報が開示でき、そ

の結果、不適当な経営行動の抑制効果が期待できるわ

けですから、その疑問にも一理あります。しかし、企業が

財務諸表を開示するタイミングは、3カ月に一度が精一杯

です。一方、企業の経営者は時々刻々、企業の拡大、発

展のために努力していますし、企業価値を示す株価も

日々、動いています。経営者が法令等の遵守を逸脱す

るリスクは日々存在するため、それらをすべて会計監査

人がチェックすることは不可能です。一方、会計監査を

実施する上で、企業統治が有効に機能していればいる
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ほど、監査上のリスクは低くなります。つまり、企業統治に

おいて、会計監査制度は非常に重要な役割を果たして

います。

3. 企業統治と経営環境の変化

企業統治のあり方は、企業を取り巻く経営環境の変

化によって大きな影響を受けます。例えば、情報・通信技

術の発達によって、企業不祥事や事故などが社会に伝

わるスピードは、かつてないほど速くなっています。実際

に不祥事が起きた場合、企業経営者がいかに迅速かつ

適切に対応するか否かによって、企業に対する社会の

反応は左右されます。日常から、不利な情報もきちんと

経営者に伝わる仕組みを構築しておく必要があります。

事業活動を遂行する上で法令等を守ること（すなわ

ち「コンプライアンス」）は、企業統治の最低条件ですが、

通常、法令等は、新たな経済事象が起こった後に制定さ

れます。法令等に明確な規定がないグレーゾーンという

のは、どんな経営環境にも存在します。経営環境の変化

が激しいほど、その範囲は広いと考えて良いでしょう。そ

の場合、法令等に違反していないから大丈夫と考える

のか、それとも法の精神に照らして良しあしを判断する

のかによって、企業統治の実効性は全く異なってきます。

所有と経営の分離に始まる現代資本主義社会は、時代

が進むにつれて発展し、資本の所有者は証券市場の投

資家へと変容してきました。さらに今や、ファンド資本主

義と言われるほどに転化して、投資家の性格も変化しつ

つあります。他方、経営者がその説明責任を果たす対

象である利害関係者は、多種多様な構成員となっていま

す。

また、経済のグローバル化が進んだことに伴い、経営

者の説明責任の開示方法は次第に、世界的に統一す

る方向へと向かっています。すなわち、国際的な会計基

準に基づいて作成した財務諸表を、世界的に認められ

た監査法人による監査を経て開示するという仕組みが

定着しつつあります。さらに法的な枠組みにおいて、時々

刻々変動する経済事象の下で企業経営に従事する実

態を常時、監視する組織体制が構成されています。これ

をコーポレートガバナンスと呼ぶわけですが、このシステ

ムが期待通りに機能するとき、利害関係者は企業経営

に対し信頼を寄せるのです。これは、一つの国家主権

を超えて、着実に成長・発展しつつある企業社会の正常

な活動状況であると言えます。

法的制度の社会への適応性は硬直的ですが、それ

を補正するかたちでコーポレートガバナンスが働き、適

切・的確に対応できることになります。

4.グローバル経済における
企業統治

経済のグローバル化が進むと、企業統治をする上で

の判断基準は、法律からビジネス・エシクス（Business

Ethics：倫理）へ深化します。大規模企業が世界各地

で生産活動や販売活動を行う場合、進出先の国や地域

の法制度や価値観、文化土壌が日本と違うため、さまざ

まな軋轢を生じさせるリスクが発生します。国や地域に

よって異なる法制度をその都度、判断基準として用いて

いては、対応が遅れてしまいますし、実行可能性も低く

なります。一方、人間の幸福を支える倫理の考え方は、

利益訴求の競争を超えて世界共通ですから、倫理によ

る価値判断を企業統治の根底に置いて、その上で各地

の法令等を当てはめるというアプローチが有効になって

くるのです。

グローバル経済の中で個々の企業の競争は、国家の

統治権が及ぶ領域（Sovereignty）を超えて迅速に展

開されていきますから、そのコーポレートガバナンスの基

盤にビジネス・エシクスが加わることによって、信頼度は

さらに高まり、その企業の経済活動は拡大していきます。

なお、日本経済団体連合会の「企業行動憲章－社会

の信頼と共感を得るために－」の第9原則によれば「経

営トップは、本憲章の精神の実現が自らの役割であるこ

とを認識し、率先垂範の上、社内に徹底するとともに、グ

ループ企業や取引先に周知させる。また、社内外の声を

常時把握し、実効ある社内体制の整備を行うとともに、

企業倫理の徹底を図る」とうたわれています。

日本の監査役制度は独立性を強化する方向で整備されてき

ているので、取締役の違法な業務執行を阻止出来ると、最近、ニューヨー

ク上場基準の中でSECが評価していると報じられています。
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